


○　公有地の拡大の推進に関する法律（以下「公拡法」という。）の一部改正【令和６年９月１９日～】がありました。
　生産緑地地区の区域内の土地の売買契約をする際は、事前に（原則売買契約等の３週間前まで）公拡法第４条に基づく有償譲渡の届出を行わなければなりませんが、公拡法の一部改正により、生産緑地法第１０条及び第１０条の５に基づく買取り申出をした者は、同法第１２条の規定に基づく買い取らない旨の通知があった日の翌日から１年間に限り、公拡法第４条に基づく有償譲渡の届出が不要となりました。
注意点
１　土地所有者が行う公拡法及び生産緑地法の手続について
⑴　有償譲渡の届出を省略するには、買取りの申出を先行　して行う必要があります。
⑵　有償譲渡の届出を先行して行ったとしても、買取りの　申出が不要となるものではありません。
　　　　　　　　　　　＜公拡法について＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　新座市役所まちづくり未来部
　　　　　　　　　　　　　　　都市計画課　都市計画係
公拡法の届出の概要
１　公拡法とは
　　住みよいまちづくりのために必要な道路などの公共用地を計画的に取得することを目的としています。届出等のあった土地が公共施設などの用地として必要なものと判断されると、市等が土地の所有者と買取り協議を行い、合意に達すればその土地を買い取るというものです。
２　届出の対象及び制度

　・　都市計画施設の区域内に所在する土地　　　

　・　生産緑地地区の区域内に所在する土地
（建築等の行為の制限が解除された場合も含む）等

　　　これらの土地で面積１００㎡以上（一部分のみ含む場合も該当）を有償譲渡（売買契約等）しようとする場合には、事前に（原則売買契約等の３週間前まで）市長に届け出る必要があります。（様式は都市計画課で配布）
３　手続きの流れ
市長は届出のあった土地について、市等が買い取るか否かを３週間以内に届出者に通知します。
⑴　市長が買い取る旨の通知をした場合→届出者と買取りについて協議※１
ア　協議が整った場合→市等と売買等の契約
イ　協議が整わなかった場合→第三者（届出書に記載した相手方等）と売買等の契約
⑵　市長が買い取らない旨の通知をした場合→第三者（届出書に記載した相手方等）と契約※２
※１　協議が整わないことが明らかになったとき又は⑴の通知後３週間を経過するまでは、市等以外と売買契約等はできません。
※２　買い取らない旨の通知又は届出後３週間が経過するまでは、市等以外と売買契約等はできません。
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